
 
 
 
 
 
 
 
 

吸収分割に係る事前開示書面 

（会社法第 782 条第１項及び会社法施行規則第 183 条に定める書面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2026 年９月 30 日 
 

株式会社ＦＣＥ 

  



2026 年９月 30 日 
 

吸収分割に係る事前開示事項 

 
東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 

株式会社ＦＣＥ 
代表取締役社長 石川 淳悦 

 
 当社は、2026 年 9月 30 日付で、当社が吸収分割により権利義務を承継させる吸
収分割承継会社である株式会社東京インターナショナルスクールグループ（以下「吸
収分割承継会社」といいます。）との間で締結した吸収分割契約（以下「本分割契約」
といいます。）に基づき、2027 年４月１日を効力発生日として、当社が東京インタ
ーナショナルスクール勝どき校事業に関して有する権利義務を吸収分割承継会社へ承
継させる吸収分割（以下「本分割」といいます。）を行います。 
 本分割に関する会社法第 782 条第１項及び会社法施行規則第 183条に定める事前
開示事項は、次のとおりです。 
 

記 
 
１ 吸収分割契約の内容 
  別紙１のとおりです。 
 
２ 分割対価の定めの相当性に関する事項 
  本分割に際して、吸収分割承継会社は、当社に対して本権利義務の対価として金
９０百万円を支払います。なお、本吸収分割の対価については、事前の将来性、収
益性等を総合的に勘案し、当事者間での交渉・協議により、公正妥当な価格として
合意に至ったものです。 

 
３ 新株予約権の定めの相当性に関する事項 
  該当事項はありません（本分割に際し、新株予約権の交付は予定されておりませ
ん。）。 



 
４ 吸収分割承継会社についての次に掲げる事項 
（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 
   別紙２のとおりです。 
（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 
   該当事項はありません。 
（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
   該当事項はありません。 
 
５ 当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その
他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

   該当事項はありません。 
 
６ 本分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び吸収分割承継会社の債務の
履行の見込みに関する事項 

（１）本分割の効力発生日以後における当社の債務の履行の見込みについて 
   当社の 2025 年 9 月 30 日現在の貸借対照表における資産の額は 5,619 百万円、

負債の額は 1,832 百万円、純資産の額は 3,786 百万円であり、その後、これらの
額に重大な変更は生じておりません。また、本分割により、当社が吸収分割承継
会社に承継させる資産の額は 46 百万円、負債の額は 30 百万円となる見込みで
あり、本分割が当社に与える影響は軽微であり、かつ、本分割の効力発生日後に
おいて、当社が負担すべき債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は、現在のとこ
ろ予想されておりません。 

（２）本分割の効力発生日以後における吸収分割承継会社の債務の履行の見込みにつ
いて 

   吸収分割承継会社の 2026 年３月 31日現在の貸借対照表における資産の額は
821 百万円、負債の額は 472 百万円、純資産の額は 349 百万円であり、その後、
これらの額に重大な変更は生じておりません。これらのことから、本分割後にお
ける吸収分割承継会社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みであり、かつ、
本分割の効力発生日以後において、吸収分割承継会社が負担すべき債務の履行に



支障を及ぼす事象の発生は、現在のところ予想されておりません。             
以 上 

  



別紙１ 吸収分割契約の内容（会社法第 782 条第１項第２号） 
（次項以降に添付のとおり。なお、個⼈情報保護の観点から、従業員の⽒名その他の
個⼈情報については、マスキングを施しております。） 
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吸収分割契約書 
 
株式会社ＦＣＥ（以下「甲」という。）と株式会社東京インターナショナルスクールグルー

プ（以下「乙」という。）は、甲が東京インターナショナルスクール勝どき校事業（以下「本
事業」という。）に関して有する権利義務を乙に承継させる吸収分割に関し、以下のとおり吸
収分割契約（以下｢本契約｣という。）を締結する。 
 
第 1 条（吸収分割） 
甲は、本契約の定めに従い、吸収分割（以下「本分割」という。）により、本事業に関して
有する本権利義務（第 3条第 1 項において定義する。以下同じ。）を、効力発生日（第 6 条
において定義する。以下同じ。）に、乙に承継させ、乙は、これを甲から承継する。 

 
第 2 条（商号及び住所） 
本分割に係る吸収分割会社及び吸収分割承継会社の商号及び住所は、それぞれ次のとおり、
である。 

 吸収分割会社（甲） 
商 号：株式会社ＦＣＥ 
住 所：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 

 吸収分割承継会社（乙） 
商 号：株式会社東京インターナショナルスクールグループ 
住 所：東京都港区南麻布２−１１−１０ 

 
第 3 条（承継する権利義務） 

1. 本分割により乙が甲から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務（以下「本権
利義務」という。）は、別紙 1のとおりとし、別紙 1 に記載のない権利義務は承継しな
い。 

2. 甲及び乙は、本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のために登記、登録、通知、
承諾その他の手続を必要とするものについては、効力発生日（第 6条で定義する。）後、
相互に協力して遅滞なくその手続を行う。 

3. 本分割による甲から乙に対する債務の承継については、免責的債務引受の方法による。 
4. 甲及び乙は、甲の労働者を乙に承継するに当たり、以下の手続を行う。 

 甲及び乙は、会社分割に伴う労働契約の承継等に関する法律（以下「労働契約承
継法」という。）に従い、本事業に従事する労働者との労働契約の承継手続を適正
に履行する。 

 甲は、別紙 1 記載の本事業に従事する従業員（主要講師等の重要従業員）との間
で商法等の一部を改正する法律（平成１２年法律第９０号）附則第５条第１項に
基づく協議（労働者に対する説明会の開催および個別面談の実施を含む。）を誠実
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に行う。 
 乙が効力発生日以降に承継従業員の労働条件について乙の就業規則・賃金体系へ
移行・統合するにあたり、2 年間の経過措置（激変緩和手当の支給等）を設けた上
で行う賞与額等の調整に関し、甲は、効力発生日の前日までに、対象となる承継
従業員からの個別同意書の回収その他乙が必要とする手続について、全面的に協
力しなければならない。ただし、甲において当該手続の完成を保証するものでは
ない。 

 
第 4 条（分割対価の交付） 
乙は、本分割に際して、本権利義務の対価として金 90,000,000 円を甲に対して支払う。 

 
第 5 条（乙の資本金及び準備金） 
乙は、本分割により資本金及び準備金の額を増加しない。 

 
第 6 条（効力発生日） 
本分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2027 年 4月 1日とする。
ただし、本分割に係る手続の進行その他の事由により必要があるときは、甲及び乙は、合
意の上、効力発生日を変更することができる。 

 
第 7 条（分割承認決議等） 
甲及び乙は、効力発生日の前日までに、それぞれ、株主総会における本契約の承認、債権
者保護手続その他関連法令により必要となる手続を行う。ただし、会社法の規定に従い不
要となる場合には、この限りでない。 

 
第 8 条（対象物件の賃貸人承諾および名義是正） 

1. 甲は、効力発生日の前日までに、自己の責任と費用において、対象物件の賃貸人（合
同会社リバーベイリーシングまたはその承継人）から、本分割に伴う対象物件の賃借
人たる地位、敷金返還請求権およびこれらに付随する一切の権利義務、並びに対象物
件に付随する倉庫、駐車場その他の施設に係る契約上の地位が乙に承継されることに
ついて、事前の書面による承諾を取得しなければならない。 

2. 甲は、前項の承諾取得にあたり、対象物件および付帯施設に係る契約等の借主名義が
株式会社ＦＣＥエデュケーションとなっている場合、賃貸人との間で借主名義を甲
（株式会社ＦＣＥ）へ適法に是正した上で承諾手続を行わなければならない。 

 
第 9 条（本分割の効力発生の条件） 
本分割は、次に掲げる事項が全て充足したことを条件として、効力発生日においてその効
力を生じる。 

 第 7 条に定める甲及び乙の株主総会における本契約の承認が得られたこと。ただ
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し、会社法の規定に従い株主総会の承認が不要な場合には、この限りではない。 
 効力発生日の前日までに本分割の効力発生後に乙が本事業を実施するために関連
法令に基づき必要とされる関係官庁等の承認又は許認可等が得られていること。 

 第 8 条に定める対象物件の賃貸人から、同条所定の事前の書面による承諾を取得
していること。 

 効力発生日の前日までに、対象物件の建築基準法、バリアフリー条例及び消防法
適合のための改修工事が甲の負担において完了し、関係官庁等から発行される確
認済証（完了通知書）及び消防検査済証の写しが乙に提出されていること。 
 

第 10 条（甲の表明及び保証） 
1. 甲は、乙に対し、本契約締結日及び効力発生日において、甲につき、以下の事項が真

実かつ正確であることを表明し、保証する。 
 甲は、日本法に基づき適法かつ有効に設立され、現在適法かつ有効に存続する
株式会社であること。 

 甲は、本契約を締結し、本契約に従ってその義務を履行し、本分割を実行する
完全な権限を有していること。 

 甲は、本契約の締結及び履行並びに本分割の実行につき、法令等及び定款その
他の内部規程において必要とされる一切の手続を履践していること。 

 乙により本契約が適法かつ有効に締結された場合には、本契約に定めるところ
に従って、甲に対して執行可能な法的拘束力のある義務を構成すること。 

2. 甲は、乙に対し、本契約締結日及び効力発生日において、本権利義務につき、以下の
事項が真実かつ正確であることを表明し、保証する。 

 本権利義務に係る実質上かつ名義上の権利者又は義務者は、甲であること。 
 本権利義務は、全て甲が適法かつ有効に取得し、又は負担したものであること。 
 本権利義務のうち資産及び権利には、質権、譲渡担保権その他乙による完全な
権利の行使を妨げる権利が設定されておらず、甲の把握している限り、その他
の第三者によるいかなる負担、制限又は権利も一切存在しないこと。 

第 11 条（乙の表明及び保証） 
1. 乙は、甲に対し、本契約締結日及び効力発生日において、以下の事項が真実かつ正確

であることを表明し、保証する。 
 乙は、日本法に基づき適法かつ有効に設立され、現在適法かつ有効に存続する
株式会社であること。 

 乙は、本契約を締結し、本契約に従ってその義務を履行し、本分割を実行する
完全な権限を有していること。 

 乙は、本契約の締結及び履行並びに本分割の実行につき、法令等及び定款その
他の内部規程において必要とされる一切の手続を履践していること。 

 甲により本契約が適法かつ有効に締結された場合には、本契約に定めるところ
に従って、乙に対して執行可能な法的拘束力のある義務を構成すること。 
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第 12 条（競業避止義務） 
甲は、効力発生日から 3年間、自ら又は第三者をして、乙が承継する本事業と競合する事
業を行わない。ただし、甲又は甲の子会社において本契約締結時点で行っているものは除
く。 

 
第 13 条（善管注意義務） 
甲及び乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意をもって
本事業の遂行及び財産の管理をし、乙の事前の承諾がない限り、本事業に係る財産若しく
は権利義務又は本事業若しくは本分割に重大な影響を及ぼす行為を行わない。 

 
第 14 条（費用・公租公課） 
本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のために必要な登記、登録、通知、承諾そ
の他の手続に要する登記費用その他一切の各当事者において発生する費用は、甲及び乙が
別段の合意する場合を除き、各自の負担とする。 

 
第 15 条（本契約の変更、解除及び終了） 

1. 本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間に、天災地変その他の事由により、甲若
しくは乙の財産状態若しくは経営状態に重大な変動が発生し若しくは判明した場合、
又は本契約に従った本分割の実行に重大な支障となりうる事象が発生し若しくは判明
した場合には、甲及び乙は、誠実に協議し合意の上、本契約を変更し、又は解除するこ
とができる。 

2. 本契約は、効力発生日（第 6 条但書の規定に基づき変更された場合には、変更後の効
力発生日をいう。）までに第 9条各号に掲げる条件が充足しなかった場合には、その効
力を失う。 

 
第 16 条（協議事項） 
本契約に定めるもののほか、本分割に際し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙
で協議の上、これを定める。 

 
第 17 条（準拠法及び合意管轄） 
 本契約は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。また、本契約に関し甲
乙間に生じる一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と
する。 

 
（以下余白）  
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本契約の成立を証するため、本書 2通を作成し、甲乙双方記名押印の上各 1通を保有する。 

 
2026 年９月 30 日 
 
（甲） 
住 所：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 
会社名：株式会社ＦＣＥ 
代表者：代表取締役社長 石川 淳悦 
 
（乙） 
住 所：東京都港区南麻布２−１１−１０ 
会社名：株式会社東京インターナショナルスクールグループ 
代表者：代表取締役社長 坪谷 良 
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別紙 1 承継権利義務明細書 

 

甲は、2026 年 9 月 30 日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに効力

発生日の前日までの増減を加除した、以下に記載する資産、負債及びその他の権利義務（法

令上承継可能なものに限る。）を、効力発生日において乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

 

1. 承継する資産及び負債 

対象事業に属する一切の資産及び負債 

2. 承継する雇用契約 

対象事業に主として従事する以下に記載する従業員 

3. その他権利義務等 

対象事業に属する一切の契約その他の権利義務等 

 
No 雇用形態 *氏名 備考 

 

以上 



別紙２ 吸収分割承継会社の計算書類等 
（次項以降に添付のとおり） 
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